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第一部【企業情報】 
  

第１【企業の概況】 
  

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 当社は、中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等に係る主要な連結経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。 

回次 第23期中 第24期中 第25期中 第23期 第24期 

会計期間 

自 平成16年 
９月１日 

至 平成17年 
２月28日 

自 ―
  

至 ― 
  

自 平成18年
３月１日 

至 平成18年 
８月31日 

自 平成16年 
９月１日 

至 平成17年 
８月31日 

自 平成17年
９月１日 

至 平成18年 
２月28日 

提出会社の経営指標等   

売上高 (百万円) 35,502 ― 37,555 73,745 35,217

経常利益 (百万円) 841 ― 1,524 2,229 1,082

中間純利益又は中間（当
期）純損失（△） 

(百万円) △1,760 ― 694 △1,163 △135

持分法を適用した場合の
投資利益 

(百万円) ― ― ― ― ―

資本金 (百万円) 2,374 ― 6,454 2,374 6,454

発行済株式総数 （千株） 7,563 ― 13,653 7,563 13,653

純資産額 (百万円) 10,779 ― 19,965 11,300 19,369

総資産額 (百万円) 31,446 ― 31,876 30,666 29,320

１株当たり純資産額 （円） 1,425.73 ― 1,462.65 1,494.77 1,418.99

１株当たり中間純利益又
は中間（当期）純損失
（△） 

（円） △232.86 ― 50.88 △153.91 △12.92

潜在株式調整後１株当た
り中間（当期）純利益 

（円） ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 （円） 10.00 ― 10.00 20.00 10.00

自己資本比率 （％） 34.3 ― 62.6 36.9 66.1

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △1,886 ― 4,355 2,391 △1,784

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △9 ― 461 △304 16

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 1,814 ― △1,165 △2,018 1,451

現金及び現金同等物 
の中間期末（期末）残高 

(百万円) 1,428 ― 4,949 1,578 1,286

従業員数 
（ほか、平均臨時従業員
数） 

（名） 
668 

(1,076)
―
(―)

722
(1,204)

667 
(1,172)

670
(1,122)



３ 持分法を適用した場合の投資利益については、第24期以前については利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性が乏

しい関連会社であるため、第25期中については関連会社がないため記載しておりません。 

４ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、第23期中は１株当たり中間純損失であるため、第23期及び

第24期は1株当たり当期純損失であるため、第25期中は潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

５ 当社は、平成18年２月17日開催の臨時株主総会において決算期を８月31日から２月末日に変更いたしました。これに伴

い第24期は平成17年９月１日から平成18年２月28日までの６ヶ月であったため中間決算を行っておりません。これによ

り、第24期中は記載しておりません。 

６ 純資産額の算定にあたり、第25期中から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第5号）及

び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第8号）を適用しておりま

す。 

  



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容について、重要な変更はありま

せん。 

 なお、当中間会計期間において関係会社であった株式会社イージャパンアンドカンパニーズとの資本関係は解消いたしまし

た。 

  

３【関係会社の状況】 

 経営資源の効率的・重点的配分による収益の向上を目的として、関係会社であった株式会社イージャパンアンドカンパニーズ

の株式をすべて売却しました。 

 よって、関係会社は当社の輸入商品の現地調達を行っている子会社であるＵＳ.ＪＡＰＡＮ ＣＯ.，ＬＴＤ.の1社となりまし

た。なお、重要性の乏しい子会社であり、連結の対象としておりません。 

  

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は［ ］内に平均雇用人員（１ヶ月170時間換算）を外数で記載しております。

  

(2)労働組合の状況 

 「ＵＩゼンセン同盟ジャパンユニオン」が平成18年7月に結成されました。組合員数は795名（平成18年８月31日現在）であ

ります。 

なお、労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

  

  

  平成18年８月31日現在 

従業員数（名） 722［1,204］



第２【事業の状況】 
  

１【業績等の概要】 

 前事業年度は、決算期変更により平成17年9月1日より平成18年2月28日までの6ヶ月決算となったため、中間決算を行っており

ません。従って、対前年同期との比較は行っておりません。 

(1)業績 

 当中間会計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善を背景に民間設備投資の堅調な推移や雇用環境の緩やかな改善等に

より、着実に増加する個人消費に牽引されるなど、景気は引き続き回復基調となりました。 

しかしながら、長引く原油価格の高騰とそれに伴う原材料の値上がりによる企業業績悪化、米国経済の減速、さらには量的金

融緩和政策の解除による金利上昇など多くの懸念が顕在化しつつあり、先行きは依然として予断を許さない状況が続いており

ます。 

 小売業界におきましては、再編・淘汰がさらに加速する一方、同業種・異業種企業との競争も一層激化し、既存店の客数・

客単価が下落するなど引き続き厳しい経営環境で推移しました。 

 このような厳しい経営環境下、「スギとジャパンで日本一 －新生へのイノベーション－」のスローガンのもと、「８＆４

ＰＬＡＮ －売上高800億円、経常利益40億円－」の中期経営計画を策定し、会社を挙げて推進してまいりました。 

 具体的には株式会社スギ薬局（以下、スギ薬局という。）と当社のコラボレーションを積極的に推進し、「健康」と「美」

関連商品（以下Ｈ＆ＢＣという）の拡充による客層の拡大、値入率の向上、スギ薬局のＰＢ商品の導入、購買品の共同購入等

スギ薬局とのシナジーの実現を追求するとともに、棚卸ロス率の低減、財務体質の強化、人事制度の拡充や物流の改革等に努

めました。 

 また品揃えを特化した「スギ＋ジャパン」業態のドラッグジャパンを加古川市及び大阪狭山市に新規出店をいたしました。 

 一方、業績回復力の乏しい店舗は経営資源の有効活用を図るため撤収しました。 

 これにより関西圏で2店舗出店し、関西圏・関東圏でそれぞれ1店舗を閉鎖いたしました。この結果、当中間会計期間末の店

舗数は144店舗となりました。 

 これらにより、売上高はチケット販売の中止などにより若干の減収になりましたが，売上総利益率は棚卸ロス率の改善、値

入率の向上、物流の効率化等により19.9％となりました。 

 また、販売管理費は新入社員研修及び店舗運営方法の改革等により人件費等が増加いたしました。 

 次に前事業年度において、スギ薬局の新株予約権行使による調達資金を借入金の返済に充当した結果、無借金経営となり、

支払利息はほぼゼロとなりました。 

 一方、財務内容の一層の健全化と財務諸表の透明性を図るため減損損失の追加計上、遊休資産の処分に伴う売却損及びＰＯ

Ｓレジ全面入替によるリース契約解約による損失などを特別損失に計上いたしました。 

 この結果、当中間会計期間の業績は、売上高37,555百万円、経常利益は、1,524百万円、中間純利益は、694百万円となりま

した。 

  

(2)キャッシュ・フローの状況 

 現金及び現金同等物等の中間会計期間末残高は、4,949百万円となり、前期末残高より3,663百万円増加しました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間における営業活動の結果得た資金は4,355百万円であります。その主な要因は税引前中間純利益が1,236百

万円であったことに加え、仕入債務が2,488百万円増加したこと、たな卸資産が131百万円減少したこと等によります。な

お、当社は売上高の季節変動により、年間を通じ8月に仕入債務が最大となる傾向にあります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動により得た資金は461百万円であります。主なものは有形固定資産の取得により146百万円、差入保証金の支払に

よる支出が85百万円であったのに対し、定期預金を540百万円解約したこと等によります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動により使用した資金は1,165百万円であります。その主な要因は短期借入金を全額返済したことによります。 



２【販売及び仕入の状況】 

 当社は小売業を営んでおり、生産及び受注の状況は記載しておりません。なお、下記の金額には消費税等は含まれておりませ

ん。また、前事業年度は決算期変更により平成17年９月１日から平成18年２月28日までの６ヶ月決算となったため、前年同期と

の比較は省略しております。 

(1)地区別販売状況 

 （注） 店舗数は当中間会計期間末におけるものであります。 

  

(2）商品別販売状況 

  

地区別 
当中間会計期間

（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前年同期比（％） 

（関西地区） 

大阪府（58店舗） 17,175百万円 ―

兵庫県（38店舗） 9,455百万円 ―

京都府（14店舗） 3,904百万円 ―

奈良県（ 6店舗） 1,146百万円 ―

滋賀県（ 2店舗） 536百万円 ―

小計（118店舗） 32,218百万円 ―

（関東地区） 

埼玉県（21店舗） 4,207百万円 ―

群馬県（ 1店舗） 276百万円 ―

東京都（ 4店舗） 853百万円 ―

小計（26店舗） 5,336百万円 ―

合計（144店舗） 37,555百万円 ―

商品別 
当中間会計期間

（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前年同期比（％） 

家電製品 1,744百万円 ―

日用雑貨 9,595百万円 ―

スポーツ・レジャー用品 4,486百万円 ―

ＤＩＹ用品 601百万円 ―

食料品 20,137百万円 ―

その他 989百万円 ―

合計 37,555百万円 ―



(3）商品別仕入状況 

  

商品別 
当中間会計期間

（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前年同期比（％） 

家電製品 1,269百万円 ― 

日用雑貨 7,727百万円 ― 

スポーツ・レジャー用品 2,868百万円 ― 

ＤＩＹ用品 392百万円 ― 

食料品 16,844百万円 ― 

その他 873百万円 ― 

合計 29,975百万円 ― 



３【対処すべき課題】 

 小売業界を取り巻く環境は、景気が回復基調にあるものの、業種を超えた競争が一層熾烈化している中で経営資源の重点的、

効率的な配分を行いながら、スギ薬局とのグループ経営によるシナジー効果を追求して、更なる企業価値の向上に努めてまいり

ます。 

(1）新中期経営計画の推進 

 「業績等の概要」で述べた中期の経営戦略を「８＆４ＰＬＡＮ推進会議」を設置して推進し、高収益の企業基盤の構築を

図ってまいります。 

(2）リスク管理体制の確立 

 各種リスクに対応する管理体制の確立は緊急の課題であり、新たにコンプライアンス・リスク管理・品質管理そして環境安

全委員会で構成する「ＣＳＲ委員会」を発足させ、これに対応してまいります。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において、経営上の重要な契約等はありません。 

  

５【研究開発活動】 

 特に記載すべき事項はありません。 

  

  



第３【設備の状況】 
  

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間における主要な設備の重要な異動はありません。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1)重要な設備計画の変更 

 前事業年度末に計画した重要な設備の新設において、年間11店舗程の新規出店を見込んでおりましたが、完了した２店舗の

他、当中間会計期間において3店舗程の新規出店に変更いたしました。なお、現時点において具体化した計画はありません。 

  

(2)重要な設備計画の完了 

 前事業年度末に計画した設備の新設及び除却等において、当中間会計期間において完了したものは次のとおりであります。 

① 設備の新設 

（注） 上記金額に消費税等は含めておりません。 

  

② 設備の除却等（店舗の閉鎖） 

（注） 和光店は賃貸物件としたため、設備の除却はありません。 

  

  

事業所名 所在地 設備の内容 
設備投資額
（百万円） 

完了年月
完成後の増加
面積(㎡) 

加古川平野店 兵庫県加古川市 店舗 42 平成18年６月 732

大阪狭山店 大阪府大阪狭山市 同上 42 平成18年６月 754

事業所名 所在地 設備の内容 閉店の年月
閉店による 
減少面積(㎡) 

和光店 埼玉県和光市 店舗 平成18年６月 496

伏見桃山店 京都市伏見区 同上 平成18年７月 497



第４【提出会社の状況】 
  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 27,000,000 

計 27,000,000 

種類 
中間会計期間末現在
発行数（株） 
（平成18年８月31日） 

提出日現在発行数
（株） 

（平成18年11月15日）

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 13,653,650 13,653,650

東京証券取引所
市場第二部 
大阪証券取引所 
市場第二部 

― 

計 13,653,650 13,653,650 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（千株） 

発行済株式
総数残高 
（千株） 

資本金増減額
  

（百万円） 

資本金残高
  

（百万円） 

資本準備金 
増減額 
（百万円） 

資本準備金
残高 

（百万円） 

平成18年３月１日～ 
平成18年８月31日 

― 13,653 ― 6,454 ― 8,842



(4）【大株主の状況】 

 （注）１ 上記所有株式数のうち信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

         日興シティ信託銀行株式会社           676千株 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社    326千株 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社      174千株 

２ ジャパン共栄会は取引先による持株会であります。 

３ スパークス・アセット・マネジメント投信株式会社から平成18年４月13日付で提出された大量保有報告書により同日現

在771千株を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当中間会計期間末の実質所有株式数の確認ができま

せんので、上記の大株主には含めておりません。なお、内容は以下のとおりであります。 

大量保有者 スパークス・アセット・マネジメント投信株式会社 

住   所 東京都品川区大崎一丁目11-2 ゲートシティー大崎 

所有株式数 771千株 

発行済株式数に対する所有株式数の割合 5.6％ 

４ 株式会社スギ薬局の住所は平成18年10月７日より愛知県安城市三河安城町一丁目８番地4へ変更になっております。 

  

    平成18年８月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％） 

株式会社スギ薬局 愛知県安城市二本木町二ツ池30－10 6,840 50.1

桐間 幹二 兵庫県西宮市 753 5.5

日興シティ信託銀行株式会社 東京都品川区東品川２丁目3-14 676 5.0

ゴールドマン・サックス・ 
インターナショナル 
（常任代理人 ゴールドマン・ 
サックス証券会社東京支店） 

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB,
U.K. 
（東京都港区六本木６丁目10－１ 
六本木ヒルズ森タワー） 

347 2.5

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社 

東京都中央区晴海１丁目8-11 326 2.4

プラグ 
（常任代理人 株式会社三菱東
京ＵＦＪ銀行） 

P.O.BOX 3600 ABU DHABI
 UNITED ARAB EMIRATES 
(東京都千代田区丸の内２丁目7-1) 

261 1.9

桐間 精一 兵庫県宝塚市 200 1.5

ジャパン共栄会 大阪市中央区淡路町１丁目５－13 179 1.3

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社 

東京都港区浜松町２丁目11-3 174 1.3

リーマンブラザーズアジアキャ
ピタルカンパニー 
（常任代理人 リーマン・ブラ
ザーズ証券株式会社東京支店） 

26/F, TWO INTERNATIONAL FINANCE 
CENTRE 8 FINANCE STREET, CENTRAL, 
HONG KONG 
(東京都港区六本木６丁目10-1 
六本木ヒルズ森タワー) 

126 0.9

計 ― 9,885 72.4



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が700株（議決権の数7個）含まれておりま

す。 

  

②【自己株式等】 

  

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は次のとおりであります。 

 役職の異動 

  

   平成18年８月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  3,400 ― ― 

完全議決権株式（その他） 
普通株式 

13,640,700 
136,407 ― 

単元未満株式 普通株式  9,550 ― ― 

発行済株式総数 13,653,650 ― ― 

総株主の議決権 ― 136,407 ― 

    平成18年８月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
（株） 

他人名義
所有株式数 
（株） 

所有株式数
の合計 
（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

（自己保有株式） 
株式会社ジャパン 

大阪市中央区淡路町 
一丁目５番13号 

3,400 ― 3,400 0.0

計 ― 3,400 ― 3,400 0.0

月別 平成18年３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 

最高（円） 1,573 1,688 1,725 1,695 1,639 1,490 

最低（円） 1,401 1,550 1,550 1,510 1,402 1,350 

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日 

代表取締役 
取締役副社長兼営業本部長 

取締役営業本部長 竹田 信行 平成18年６月20日 

取締役営業本部営業企画室長 取締役商品部長 成木 徳彦 平成18年９月16日 



第５【経理の状況】 
  

１ 中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。）に基づ

いて作成しております。 

  

(2)当社は、平成18年２月17日開催の臨時株主総会において、定款の一部変更を決議し、決算期を８月31日から２月末日に変更い

たしました。これに伴い、前事業年度は、平成17年９月１日から平成18年２月28日までの６ヶ月間となったため、中間財務諸

表を作成しておりません。従って、前中間会計期間の記載を省略しております。 

  

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、当中間会計期間（平成18年３月１日から平成18年８月31日まで）の中間財務

諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

 中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成11年大蔵省令第24号）第５条第２項により、当社では、子会

社の資産、売上高等からみて、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせない程度に重要性が乏しいも

のとして、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

 なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合を示すと次のとおりであります。 

① 資産基準      0.5 ％ 

② 売上高基準     0.1 ％ 

③ 利益基準      1.7 ％ 

④ 利益剰余金基準   0.8 ％ 

※会社間項目の消去後の数値により算出しております。 

  

  



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

   
当中間会計期間末
（平成18年８月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金  4,949 1,826  

２ 売掛金  202 157  

３ たな卸資産  6,224 6,356  

４ その他  687 703  

貸倒引当金  － △0  

流動資産合計   12,065 37.8 9,043 30.8

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産 ※１   

(1)建物 ※２ 3,901 4,025  

(2)土地 ※２ 10,303 10,519  

(3)その他 ※２ 451 449  

有形固定資産合計  14,657 14,995  

２ 無形固定資産  472 475  

３ 投資その他の資産    

(1)投資有価証券  57 65  

(2)長期前払費用  180 183  

(3)差入保証金  3,690 3,743  

(4)その他  825 871  

貸倒引当金  △72 △57  

投資その他の資産合計  4,681 4,806  

固定資産合計   19,811 62.2 20,276 69.2

資産合計   31,876 100.0 29,320 100.0

     



   
当中間会計期間末
（平成18年８月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１ 買掛金  9,478 7,034  

２ 短期借入金  － 1,000  

３ 未払法人税等  626 159  

４ 賞与引当金  171 120  

５ その他  854 818  

流動負債合計   11,130 34.9 9,132 31.1

Ⅱ 固定負債    

１ 退職給付引当金  199 180  

２ 役員退職慰労引当金  29 24  

３ その他  552 612  

固定負債合計   781 2.5 818 2.8

負債合計   11,911 37.4 9,950 33.9

（資本の部）    

Ⅰ 資本金   － － 6,454 22.0

Ⅱ 資本剰余金    

１ 資本準備金  － 8,842  

２ その他資本剰余金  － 5  

資本剰余金合計   － － 8,848 30.2

Ⅲ 利益剰余金    

１ 利益準備金  － 93  

２ 任意積立金  － 3,920  

３ 当期未処分利益  － 45  

利益剰余金合計   － － 4,058 13.9

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  － － 12 0.0

Ⅴ 自己株式   － － △4 △0.0

資本合計   － － 19,369 66.1

負債資本合計   － － 29,320 100.0

     



  

  

   
当中間会計期間末
（平成18年８月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（純資産の部）    

Ⅰ 株主資本    

１ 資本金   6,454 20.2 － －

２ 資本剰余金    

(1)資本準備金  8,842 －  

(2)その他資本剰余金  5 －  

資本剰余金合計   8,848 27.8 － －

３ 利益剰余金    

その他利益剰余金    

別途積立金  3,700 －  

繰越利益剰余金  916 －  

利益剰余金合計   4,616 14.5 － －

４ 自己株式   △4 △0.0 － －

株主資本合計   19,914 62.5 － －

Ⅱ 評価・換算差額等    

１ その他有価証券評価差
額金 

  8 0.0 － －

２ 繰延ヘッジ損益   42 0.1 － －

評価・換算差額等合計   50 0.1 － －

純資産合計   19,965 62.6 － －

負債純資産合計   31,876 100.0 － －

     



②【中間損益計算書】 

  

   
当中間会計期間

（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高   37,555 100.0 35,217 100.0

Ⅱ 売上原価   30,090 80.1 28,213 80.1

売上総利益   7,464 19.9 7,003 19.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費   6,136 16.4 6,033 17.1

営業利益   1,328 3.5 970 2.8

Ⅳ 営業外収益 ※１  360 1.0 361 1.0

Ⅴ 営業外費用 ※２  163 0.4 250 0.7

経常利益   1,524 4.1 1,082 3.1

Ⅵ 特別利益 ※３  12 0.0 27 0.0

Ⅶ 特別損失 ※４  301 0.8 960 2.7

税引前中間（当期）純
利益 

  1,236 3.3 148 0.4

法人税、住民税及び事
業税 

 570 116  

法人税等調整額  △28 541 1.4 168 284 0.8

中間純利益又は当期純
損失（△） 

  694 1.9 △135 △0.4

前期繰越利益   － 180 

当期未処分利益   － 45 

     



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自平成18年３月１日 至平成18年８月31日） 

  

（注）平成18年５月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本
合計 資本準

備金 

その他
資本剰
余金 

資本剰
余金合
計 

利益準
備金 

その他利益剰余金
利益剰
余金合
計 

別途積
立金 

繰越利
益剰余
金 

平成18年２月28日残高 
（百万円） 

6,454 8,842 5 8,848 93 3,920 45 4,058 △4 19,357

中間会計期間中の変動額    

利益準備金の取崩（百万円）
（注） 

 △93 93 －  －

別途積立金の取崩（百万円）
（注） 

 △220 220 －  －

剰余金の配当（百万円）（注）  △136 △136  △136

中間純利益（百万円）  694 694  694

自己株式の取得（百万円）   △0 △0

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額） 
（百万円） 

   

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

 △93 △220 871 558 △0 557

平成18年８月31日残高 
（百万円） 

6,454 8,842 5 8,848 － 3,700 916 4,616 △4 19,914

  

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金 

繰延ヘッジ損益
評価・換算差額
等合計 

平成18年２月28日残高 
（百万円） 

12 － 12 19,369

中間会計期間中の変動額  

利益準備金の取崩（百万円）
（注） 

 －

別途積立金の取崩（百万円）
（注） 

 －

剰余金の配当（百万円）（注）  △136

中間純利益（百万円）  694

自己株式の取得（百万円）  △0

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額） 
（百万円） 

△4 42 38 38

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

△4 42 38 595

平成18年８月31日残高 
（百万円） 

8 42 50 19,965



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    
当中間会計期間

（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前中間（当期）純利益   1,236 148 

減価償却費   229 245 

減損損失   201 615 

関係会社株式売却損   3 － 

固定資産売却損益（利益：△）   20 △5 

固定資産除却損   4 7 

賃借契約解約損   4 － 

貸倒引当金の増減額（減少：△）   14 49 

賞与引当金の増減額（減少：△）   51 △71 

退職給付引当金の増減額（減少：
△） 

  18 16 

役員退職慰労引当金の増減額（減
少：△） 

  5 △290 

受取利息及び配当金   △11 △11 

支払利息   0 45 

為替差損益（利益：△）   － △77 

売上債権の増減額（増加：△）   △44 52 

たな卸資産の増減額（増加：△）   131 48 

仕入債務の増減額（減少：△）   2,488 △1,936 

未払消費税等の増減額（減少：△）   57 △80 

その他   50 35 

小計   4,459 △1,208 

利息及び配当金の受取額   2 2 

利息の支払額   △0 △73 

法人税等の支払額   △106 △504 

営業活動によるキャッシュ・フロー   4,355 △1,784 



  

  

  次へ 

    
当中間会計期間

（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の純増減額（増加：△）   540 60 

有形固定資産の取得による支出   △146 △25 

有形固定資産の売却による収入   62 25 

関係会社株式の売却による収入   14 － 

貸付金の回収による収入   1 3 

差入保証金の支払による支出   △85 △29 

その他   74 △15 

投資活動によるキャッシュ・フロー   461 16 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（減少：△）   △1,000 450 

長期借入金の返済による支出   － △5,796 

社債の償還による支出   － △1,200 

株式の発行による収入   － 8,108 

割賦債務等の支出   △28 △34 

配当金の支払額   △136 △75 

その他   △0 △0 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △1,165 1,451 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   11 20 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（減少：
△） 

  3,663 △296 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   1,286 1,578 

Ⅶ 合併に伴う現金及び現金同等物の増加
額 

  － 4 

Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期末（期
末）残高 

  4,949 1,286 

    



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

当中間会計期間
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前事業年度
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

① 子会社株式 

 移動平均法による原価法 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

① 子会社株式及び関連会社株式 

同左 

② その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評

価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定） 

② その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

(2）デリバティブ取引 

 時価法 

(2）デリバティブ取引 

同左 

(3）たな卸資産 

① 商品 

 売価還元法による原価法 

(3）たな卸資産 

① 商品 

同左 

② 貯蔵品 

 最終仕入原価法 

② 貯蔵品 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

 定率法 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりでありま

す。 

建物             15年から34年 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

 定額法 

 ただし、ソフトウェア（自社利用分）について

は、社内における利用可能期間（５年）に基づい

ております。 

(2) 無形固定資産 

同左 

(3) 長期前払費用 

 定額法 

(3) 長期前払費用 

同左 

３          ―――――― 

  

３ 繰延資産の処理方法 

新株発行費 

全額支出時の費用として処理しております。 

４ 引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については、個別に回収可能性を勘案

して、回収不能見込額を計上しております。 

４ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に充てるため、将来の支給

見込額のうち当中間会計期間の負担額を計上して

おります。 

(2) 賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に充てるため、将来の支給

見込額のうち当事業年度の負担額を計上しており

ます。 



当中間会計期間
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前事業年度
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

(3) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末

における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末において発生していると

認められる額を計上しております。 

なお、数理計算上の差異については、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（３年）により按分した額をそれぞれ発生の翌事

業年度から定額法により費用処理しております。 

(3) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末

における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき、当事業年度末において発生していると認め

られる額を計上しております。 

なお、数理計算上の差異については、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（３年）により按分した額をそれぞれ発生の翌事

業年度から定額法により費用処理しております。 

(4) 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に

基づく中間会計期間末要支給額を計上しておりま

す。 

(4) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に

基づく期末要支給額を計上しております。 

５ リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

５ リース取引の処理方法 

同左 

６ ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっております。ただし、為

替予約等が付されている外貨建金銭債権債務等に

ついては振当処理を行っております。 

６ ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

 デリバティブ取引（通貨オプション取引、通貨

スワップ取引）、外貨預金 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

同左 

ヘッジ対象 

 外貨建取引（金銭債権債務及び予定取引） 

ヘッジ対象 

同左 

(3) ヘッジ方針 

 当社は為替相場の変動によるリスクをヘッジす

るために通貨オプション取引及び通貨スワップ取

引を行っております。 

 なお、これらの取引については実需の範囲内で

行うこととし、投機目的の取引は行わない方針で

あります。 

(3) ヘッジ方針 

同左 

(4) ヘッジの有効性評価の方法 

 ヘッジ手段及びヘッジ対象について、中間会計

期間末にヘッジの有効性を評価しております。 

(4) ヘッジの有効性評価の方法 

 ヘッジ手段及びヘッジ対象について、期末にヘ

ッジの有効性を評価しております。 



  

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

  次へ 

当中間会計期間
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前事業年度
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

７ 中間キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換

金可能であり、かつ価値の変動について僅少なリス

クしか負わない、取得日から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期的な投資からなっております。 

７ キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

同左 

８ その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な

事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

 なお、仮払消費税等と仮受消費税等の金額は相

殺の上、流動負債の「その他」に含めて表示して

おります。 

８ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

  

当中間会計期間
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前事業年度
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は19,922百万円

であります。 

 なお、中間財務諸表等規則の改正により、当中間会計

期間における中間貸借対照表の純資産の部については、

改正後の中間財務諸表等規則により作成しております。 

  

―――――― 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

  

（中間損益計算書関係） 

当中間会計期間末
（平成18年８月31日） 

前事業年度末
（平成18年２月28日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

5,584百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

5,405百万円 

※２        ―――――― 

  

※２ 担保提供資産及び対応債務 

(イ)担保提供資産 
  

建物 720百万円

土地 7,893 

その他（構築物） 22 

計 8,636 

  (ロ)上記担保資産に対応する債務 

―――――― 

当中間会計期間
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前事業年度
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 
  

受取利息 10百万円

賃貸収入 262 

受取利息 10百万円

賃貸収入 245 

※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 
  

支払利息 0百万円

賃貸原価 158 

支払利息 40百万円

賃貸原価 141 

※３ 特別利益の内訳 ※３ 特別利益の内訳 
  

  
固定資産売却益 12百万円 前期損益修正益 22百万円

固定資産売却益 5 

※４ 特別損失の内訳 ※４ 特別損失の内訳 
  

減損損失 201百万円

賃借契約解約損 57 

固定資産売却損 32 

固定資産除却損 6 

関係会社株式売却損 3 

    

減損損失 615百万円

商品評価損 130 

借入金等解約違約金 103 

役員退職金 94 

固定資産除却損 7 

その他 10 



  

（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取によるものであります。 

当中間会計期間
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前事業年度
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

５ 減損損失 

 当中間会計期間において、以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しました。 

５ 減損損失 

 当事業年度において、以下の資産グループについ

て減損損失を計上しました。 
  

用途 店舗等 

種類 土地、建物等 

場所 兵庫県他（8店舗） 

減損損失   201百万円 

用途 店舗等

種類 土地、建物等

場所 大阪府他（20店舗） 

減損損失  615百万円

 当社は、キュッシュ・フローを生み出す最小単位

として店舗を基本単位として、また遊休資産につい

ては、物件単位毎にグルーピングしております。地

価が著しく下落している、あるいは、営業活動から

生じるキャッシュ・フローが継続してマイナスであ

る店舗及び地価が著しく下落している遊休資産につ

いては、期首帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失（201百万円）として特別損

失に計上いたしました。その内訳は次のとおりであ

ります。 

 当社は、キュッシュ・フローを生み出す最小単位

として店舗を基本単位として、また遊休資産につい

ては、物件単位毎にグルーピングしております。地

価が著しく下落している、あるいは、営業活動から

生じるキャッシュ・フローが継続してマイナスであ

る店舗及び地価が著しく下落している遊休資産につ

いては、期首帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失（615百万円）として特別損

失に計上いたしました。その内訳は次のとおりであ

ります。 
  

店舗等 土地 133百万円 

  建物 53百万円 

  その他 15百万円 

店舗等 土地 476百万円 

建物 78百万円 

その他 60百万円 

 なお、当該資産グループの回収可能価額は、正味

売却額あるいは使用価値により測定しております。

回収可能額を正味売却価額により測定している場合

には、路線価、固定資産税評価額を基礎に算定して

おり、使用価値により測定している場合には、将来

キャッシュ・フローを6.0％で割引いて算定した価

額を使用しております。 

 なお、当該資産グループの回収可能価額は、正味

売却額あるいは使用価値により測定しております。

回収可能額を正味売却価額により測定している場合

には、路線価、固定資産税評価額を基礎に算定して

おり、使用価値により測定している場合には、将来

キャッシュ・フローを6.0％で割引いて算定した価

額を使用しております。 

 ６ 減価償却実施額  ６ 減価償却実施額 
  

有形固定資産 223百万円

無形固定資産 2 

有形固定資産 239百万円

無形固定資産 2 

  前事業年度末株式

数（千株） 

当中間会計期間増

加株式数（千株） 

当中間会計期間減

少株式数（千株） 

当中間会計期間末

株式数（千株） 

発行済株式     

  普通株式 13,653 － － 13,653 

合計 13,653 － － 13,653 

自己株式     

  普通株式 3 0 － 3 

合計 3 0 － 3 



２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

３．配当に関する事項 

(1)配当金支払額 

  

(2)基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間末後となるもの 

  

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

 決議 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

平成18年５月26日 

定時株主総会 
普通株式 136 10 

平成18年 

２月28日 

平成18年 

５月26日 

 決議 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 
配当の原資 

１株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

平成18年10月13日 

取締役会 
普通株式 136 利益剰余金 10 

平成18年 

８月31日 

平成18年 

11月20日 

当中間会計期間
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前事業年度
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 
  

  

現金及び預金 4,949百万円

現金及び現金同等物 4,949 

現金及び預金 1,826百万円

預入期間が３ヶ月を超える 
定期預金 

△540 

現金及び現金同等物 1,286 

  ２ 重要な非資金取引の内容 

当事業年度に合併した株式会社新秋津より引継い

だ資産及び負債の主な内容は次のとおりであり、合

併により増加した資本準備金は116百万円でありま

す。 

  流動資産 24百万円

固定資産 918 

資産合計 942 

流動負債 26 

負債合計 26 



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

当中間会計期間
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前事業年度
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 
  

有形固定資産「その他」    

取得価額相当額 1,641百万円

減価償却累計額相当額 799  

減損損失累計額相当額 3  

中間期末残高相当額 839  

有形固定資産「その他」    

取得価額相当額 2,118百万円

減価償却累計額相当額 1,675  

減損損失累計額相当額 11  

期末残高相当額 431  

(2)未経過リース料中間期末残高相当額等 

   未経過リース料中間期末残高相当額 

(2)未経過リース料期末残高相当額等 

   未経過リース料中間期末残高相当額 
  

１年内 274百万円

１年超 590  

合 計 864  

リース資産減損勘定の残高 1 百万円

１年内 248 百万円

１年超 220  

合 計 468  

リース資産減損勘定の残高 5 百万円

(3)支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

(3)支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 
  

支払リース料 183 百万円

リース資産減損勘定の取崩額 5   

減価償却費相当額 167   

支払利息相当額 7   

減損損失 2   

支払リース料 214 百万円

リース資産減損勘定の取崩額 7   

減価償却費相当額 204   

支払利息相当額 4   

減損損失 12   

(4）減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

同左 

利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

利息相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

   未経過リース料 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 223 百万円

１年超 1,822  

合 計 2,045  

１年内 193 百万円

１年超 1,610  

合 計 1,804  



（有価証券関係） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、減損処理を行う際に、期末（中間期末を含む）における

時価が取得原価に比べ50％以上下落した銘柄はすべて減損処理し、30％～50％下落したものは、個別銘柄毎に過去の株価

の推移及び経営成績等を総合的に勘案して、減損処理の要否を決定しております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

（デリバティブ取引関係） 

  

（ストックオプション等関係） 

  

  

  次へ 

区分 

当中間会計期間末
（平成18年８月31日） 

前事業年度末 
（平成18年２月28日） 

取得原価 
（百万円） 

中間貸借対
照表計上額 
（百万円） 

差額
（百万円） 

取得原価
（百万円） 

貸借対照表
計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

 株式 40 54 13 40 62 21

計 40 54 13 40 62 21

区分 

当中間会計期間末
（平成18年８月31日） 

前事業年度末 
（平成18年２月28日） 

中間貸借対照表計上額
（百万円） 

貸借対照表計上額 
（百万円） 

その他有価証券 

非上場株式 3 3 

当中間会計期間末
（平成18年８月31日） 

前事業年度末
（平成18年２月28日） 

 デリバティブ取引を行っておりますが、いずれもヘッ

ジ会計を適用しておりますので、該当事項はありませ

ん。 

同左 

当中間会計期間末
（平成18年８月31日） 

 該当事項はありません。 



（持分法損益等） 

  

当中間会計期間
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前事業年度
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

 該当事項はありません。 利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性の乏しい

関連会社であるため、記載を省略しております。 



（１株当たり情報） 

 （注）１ １株当たり中間純利益金額又は当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

２ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（重要な後発事象） 

当中間会計期間（自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日） 

 該当事項はありません。 

  

前事業年度（自 平成17年９月１日 至 平成18年２月28日） 

 該当事項はありません。 

  

  

当中間会計期間
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前事業年度
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

  
１株当たり純資産額 1,462.65円

１株当たり中間純利益 50.88円

１株当たり純資産額 1,418.99円

１株当たり当期純損失 12.92円

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、１株当たり当期純損失のため記載しておりません。 

    
当中間会計期間

（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

  中間純利益又は当期純損失（△） 694百万円 △135百万円 

  普通株主に帰属しない金額 －百万円 －百万円 

  普通株主に係る中間純利益又は当期純損失
（△） 

694百万円 △135百万円 

  普通株式の期中平均株式数 13,650千株 10,521千株 

    
当中間会計期間末
（平成18年８月31日） 

前事業年度末 
（平成18年２月28日） 

  純資産の部の合計額 19,965百万円 － 

  純資産の部の合計額から控除する金額 －百万円 － 

  普通株式に係る中間会計期間末の純資産額 19,965百万円 － 

  １株当たり純資産額の算定に用いられた中間
会計期間末の普通株式の数 

13,650千株 － 



(2）【その他】 

 第25期（平成18年９月１日から平成19年２月28日まで）中間配当については、平成18年10月13日開催の取締役会において、

平成18年８月31日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議致しまし

た。 

  

  

  (1)中間配当金の総額  136百万円 

  (2)１株当たりの中間配当金  10円 

  (3)支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成18年11月20日 



第６【提出会社の参考情報】 
  

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

(1） 
有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
（第24期） 

自 平成17年９月１日
至 平成18年２月28日 

平成18年５月29日
関東財務局長に提出。 

  

         
(2) 臨時報告書  平成18年６月21日 関東財務局長に提出。
  企業内容の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）に基づく臨時報告書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
  

 該当事項はありません。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  独立監査人の中間監査報告書   

  平成１８年１１月１３日

株式会社ジャパン   

  取 締 役 会 御中   

  監査法人 ト ー マ ツ   

  
指 定 社 員 

業務執行社員
  公認会計士 水野 信勝  印 

  
指 定 社 員 

業務執行社員
  公認会計士 水野 裕之  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社ジャパンの平成１８年３月１日から平成１９年２月２８日までの第２５期事業年度の中間会計期間（平成１

８年３月１日から平成１８年８月３１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、

中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、株式会社ジャパンの平成１８年８月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成

１８年３月１日から平成１８年８月３１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表

示しているものと認める。 

  

追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事実の変更に記載のとおり、会社は当中間会計期間から貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準が適用されることとなったため、この会計基準を適用し中間財務諸表を作成して

いる。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書

提出会社）が別途保管しております。 
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